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コーポレート・ガバナンス

　当社は、多数のステークホルダーより成り立っている企

業として、業績の向上にとどまらず、経営の健全性、公正性、

透明性等の確保が重要な責務であると認識しております。

　当社では、「THE INTAGE GROUP WAY」を経営の

拠り所としており、またその土台ともいうべきものとして、法

令や良識に従い事業を進めるという当社グループの姿勢を

広く社会に宣言するものとして、「インテージグループ企業

倫理憲章」を定めております。

　さらに、上記「インテージグループ企業倫理憲章」に基づ

き、当社グループの役員、従業員等が日常業務を遂行する

にあたっての基本的考え方と行動のあり方を「インテージ

グループ社員行動規範」として定め、役員、従業員等一人ひ

とりの行動が、当社グループへの信頼を確実にしていくも

のであることを認識し、この基準を遵守し、健全な事業活動

を進めるよう努めております。さらに、当社の内部統制シス

テムは、「内部統制システムに関する基本方針」に基づい

て運用されております。

　当社は2016年6月17日付で「コーポレートガバナンス

に関する基本方針」を制定いたしました。本基本方針は、当

社が、その企業理念である「THE INTAGE GROUP 

WAY」のもと、遵法精神にのっとり健全な事業活動を進め

ることを通じて企業価値の向上を実現していくために、コー

ポレートガバナンスに関する基本的な考え方とその枠組み、

運営に係る方針を示すことを目的としたものです。2018年

12月14日付で、コーポレートガバナンス・コードの改訂を踏

まえ基本方針の一部を改訂しております。

　当社は2013年に持株会社制に移行したことを機に、

コーポレートガバナンス体制および制度の変更を行ってお

ります。

　2016年にはそれまでの監査役設置会社から監査等委員

会設置会社への移行をいたしました。これは業務執行サイド

による適切なリスクテイクを支える環境を整備することを目

的とし、取締役会の監視・監督機能の強化、権限の委譲によ

る迅速な意思決定並びに業務執行による経営の公正性、透

明性および効率性の向上などを狙ったものです。

　当該移行以外にも、業績連動型株式報酬制度の導入や取

締役会の実効性評価に係る外部評価の実施など、事業およ

び経営環境に合わせた最適なコーポレートガバナンスの醸

成を図るよう努めています。

コーポレートガバナンスの変遷基本的な考え方

コーポレートガバナンスに関する基本方針

役員構成（2020年9月現在）

取締役取締役 監査等委員である取締役監査等委員である取締役

社内 男性 男性社外 女性社内 社外

社内・社外役員の構成 男女の構成

2013年 持株会社制に移行し、商号を株式会社インテー
ジホールディングスに変更

2014年 業績連動型株式報酬制度を導入

2015年 女性取締役（社外取締役）を選任

2016年 監査等委員会設置会社へ移行
取締役会の実効性評価を外部評価にて初実施
社外役員の比率が3割超に増加

2019年 業績連動型株式報酬制度の更新
女性取締役を2名に増員

2020年 取締役会の実効性評価を外部評価にて実施
取締役を1名増員

内容の詳細につきましては、弊社HPにてご覧下さい。
https://www.intageholdings.co.jp/sustainability/governance/
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　取締役会は、取締役（監査等委員である者を除く）7名（う

ち社外取締役1名）及び監査等委員である取締役4名（うち

社外取締役3名）で構成され、取締役の職務権限と担当業

務を明確にし、重要事項の決定並びに取締役の職務執行状

況の監督等を行っており、取締役会規則に基づき、定例の

取締役会を毎月1回開催するほか、必要に応じて適時に開

催しております。

　また、経営方針と諸施策、事業運営にあたっての諸事項

に関する報告・審議・決定の機関として、取締役（監査等委

員である者を除く）、常勤の監査等委員である取締役及び

執行役員が出席するグループ経営会議を毎月1回開催する

ほか、取締役会の機能を支援し諸事項に関する報告・審議

を行い経営効率を向上させるため、取締役（監査等委員で

ある者を除く）、常勤の監査等委員である取締役及び執行

役員が出席する経営連絡会を隔週で開催しております。

　さらに、グループの内部統制の推進を目的とした「内部統

制推進委員会」、グループの事業に関わる危機対策を目的

とした「危機対策委員会」、グループのマネジメントシステ

ムの推進を目的とした「マネジメントシステム委員会」、情

報セキュリティの課題把握・解決を目的とした「情報セキュリ

ティ委員会」を設置しております。

　監査等委員会は、監査等委員である取締役4名（うち社外

取締役3名）で構成し、原則として毎月1回開催しております。

また、常勤の監査等委員である取締役が内部統制推進委員

員会、情報セキュリティ委員会などの重要な会議に出席する

とともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲

覧し、必要に応じて勤務者にその説明を求めることとします。

また、内部監査部門との連携体制や、内部統制部門からの

定期的な状況報告、当社グループの監査役との連絡を密に

とる等により、グループ各社の状況を把握します。

　当社の内部監査を主管しております内部監査部門は7名

で構成されており、経営理念・経営方針ならびに各種規程に

基づき、組織運営、業務の遂行が公正、的確、効果的に行わ

れているかという観点で、当社及び当社グループ各社に対

して監査を実施しております。監査手続につきましては、当

社「内部監査規程及び実施基準」に基づき、監査計画の策

定、監査の実施、監査結果の報告、改善状況の確認を行っ

ております。

　また、監査等委員会及び内部監査部門は、双方の監査の

有効性と効率性の向上を図ることを目的として、定例の連

絡会を開催しております。当連絡会では、期初の監査の方

針と計画を確認し、期中及び期末は適宜、内部監査の状況

について報告を受け意見交換する等、緊密な連携を図って

おります。

　さらに、会計監査人と相互に、監査についての意見交換

や監査状況についての情報交換を行っており、これらの監

査と統制活動の状況を一元的に図る内部統制部門との間

におきましても、緊密な連携を保っております。

コーポレートガバナンス体制

会等の重要な会議へ出席

し、監査等委員会において

他の監査等委員である取締

役（社外取締役）に報告のう

え、監査等委員会の意見の

取り纏めを行う等、経営に

対する監査及び監督機能の

強化を図っております。

　また、取締役会のほか、

重要な意思決定の過程及

び業務の執行状況を把握

するため、グループ経営会

議、経営連絡会、内部統制

推進委員会、危機対策委員

会、マネジメントシステム委

推進

法令違反／コンプライアンス違反の報告

法律相談／コンプライ
アンス違反の通報

会計監査／財務報告に
係る内部統制の監査

内部監査

推進

有事対応

取締役会
社内7名
社外4名

経営連絡会

株主総会

グループ経営会議

代表取締役社長

顧問法律
事務所

会計
監査人

情報セキュリティ委員会

内部統制推進委員会

マネジメントシステム委員会

監査等委員会
社内1名
社外3名

経営管理部

危機対策委員会

当社及びグループ会社の
事業部門・管理部門

内部監査

連携

連携

監査・監督

報
告

指示

THE INTAGE GROUP WAY／インテージグループ企業倫理憲章／インテージグループ社員行動規範／内部統制システムに関する基本方針
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　2019年4月にインテージホールディングス社長

に石塚純晃氏が、事業会社インテージの社長に檜垣

歩氏が就任し、新体制の下で1年半が経過しました。

その間には、新型コロナウイルス感染症拡大といっ

た脅威に世界中が巻き込まれる事態も発生し、今日

に至っています。感染症自体は喜ぶべきことではあ

りませんが、組織のトップ交代や感染症による社会・

経済の混乱という事態の中でも、組織運営がスムーズ

に進んでいることに感心しています。インテージが

　当社は任意の指名委員会及び報酬委員会を設置し、年

2回の頻度で同日にそれぞれとして開催しており、委員会

の構成は両委員会共通となっております。

　指名委員会は、独立社外取締役を中心として議論し、代

表取締役社長が社内のメンバーとして参加。社外の見識

を社内の人材育成に活用することを目的に、取締役候補

者の評価及び人選を行っています。対象となる監査等委

員以外の取締役について、経営におけるパフォーマンス、

会社の経営資源の最適配分、当社グループにおける事業

の将来への展望と布石などを評価のうえ、育成を実施。ま

た監査等委員である取締役については、現業に基づいた

知見の有無、その内容等について評価しております。

　報酬委員会は、主に業務執行取締役の報酬ロジックに

関して議論の上、取締役会に内容を報告。業務執行取締

役の報酬体系が当社の実態や将来ビジョンに合致する

かどうかを検討し、評価のうえ、取締役会に答申しており

ます。

取締役会の実効性評価（2019年度） 指名・報酬委員会

　取締役会は、毎年、アンケートやヒアリング等の実施によ

り得られた各取締役の自己評価等も参考にしつつ、取締役

会全体の実効性について分析・評価を行い、その結果の概要

を開示します。また、取締役会の議長は、社外取締役から、定

期的に、取締役会の運営等についての意見聴取を行います。

　本年は決算期を3月末から6月末に変更したことに伴い、

8月に当社の取締役10名（監査等委員でない取締役6名、

監査等委員である取締役4名）を対象として、アンケートの

聴取、回答結果の分析等を行いました。

　また本年は、取締役会の実効性をより高めるための改善

事項等をより客観的に把握するため、外部コンサルタントの

協力を得ながらアンケートの作成・聴取、回答結果の分析を

行い、本年9 月の取締役会において当該外部コンサルタン

トからその内容について報告を受け、その評価結果と今後

の対応について確認しました。

　当該評価結果によると、取締役会の構成は適切かつ多様

性が確保されており、各取締役が対等で協力的な雰囲気の

下、会社の経営課題について議論していることが確認され

るとともに、取締役に対するトレーニングを含め、取締役会

以外の場でのコミュニケーション機会も十分に確保されて

いること等から、経営上重要な意思決定と業務執行の監督

を適切に行うための実効性が確保され、向上していると評

価いたしました。

　本評価を踏まえ、取締役会の実効性を最大限発揮するた

めに、取締役会の付議基準や、取締役に対する情報提供の在

り方について見直しを行う等、更なる改善・工夫を実施・検討

してまいります。また、企業価値向上に向けた取締役会の在

り方についても、引き続き更なる改善・検討をしてまいります。

社外取締役
学校法人東京経済大学副学長・常務理事

岸 志津江

生活者・顧客の理解を礎として、
社会にも貢献するインテージグループの
更なる発展に期待しています

社外取締役メッセージ
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　取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）の報酬につ

いては、「業績連動報酬」と「インセンティブ報酬」で構成し

ております。

　「業績連動報酬」は、いわゆる「基本報酬」に相当し、そ

の給付額は、株主総会決議に基づく報酬枠の範囲内にお

いて、当社グループの経営成績及び業績目標の達成度に

応じて代表取締役及び関係取締役の協議を踏まえ算出さ

れます。

また、「インセンティブ報酬」は、株主総会決議に基づき導

入した「業績連動型株式報酬制度」に基づく株式報酬に相

当し、業績目標の達成度と一定の評価基準に基づき、業績

評価委員会において業績評価ポイントが算定されます。

　いずれの報酬についても、その具体的な給付内容につい

ては、取締役会の委任に基づき、代表取締役社長、監査等

委員である取締役及び独立社外取締役を構成員として別

途設置する報酬に関する委員会にて決定しております。

　なお、社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬

役員報酬

5月に外部発表したレポート記事『With/Afterコロ

ナにおけるNew Normal」は、コロナ禍における生

活者の意識と行動に関する中期的なトレンド、および

長期的な傾向を9つのテーマに集約しています。マク

ロな社会・経済環境の動向を踏まえた、このような予

測は顧客企業だけでなく、広く社会一般にも有用な

情報と言えます。また、インテージホールディングス

が2020年8月に発表したSDGs宣言にも、生活者

視点のデータ活用が謳われ、新時代にふさわしいビ

ジョンが示されています。

　第13次中期経営計画では、従来のセグメント定義

に固執せず、グループシナジーを高めることにより、

顧客企業の課題解決に貢献する方針が明示されて

います。その方針に適した組織体制として、インテー

ジはカスタマー・ビジネス・ドライブ本部と事業開発本

部の2本部制に移行しました。生活者理解および顧

客理解を踏まえた企業として、更なる発展を期待し

ております。

等については、職務の性質を踏まえ「基本報酬」のみとして

おり、株主総会で定めた報酬枠の範囲内で、社外取締役に

ついては取締役会決議に基づき、また監査等委員である取

締役については監査等委員である取締役の協議により、そ

れぞれ決定しております。

　「業績連動型株式報酬制度」に基づく株式報酬は、当社

の2019年6月26日に開催した第47回定時株主総会及び

当社及び国内グループ会社における株主総会の決議にお

いて、当社及び国内グループ会社の取締役（うち、当社に

おいては社外取締役、監査等委員である取締役を除く）及

び執行役員（従業員である執行役員除く）を対象として、業

績連動型株式報酬制度の継続及び一部改訂について決議

しております。当該制度は、各取締役及び執行役員に対し

て、各事業年度における役位及び業績目標達成度に応じた

ポイントを付与し、原則として退任時に信託を通じて、累積

ポイント数に応じた当社株式（1ポイント当たり当社普通株

式1株に換算）及び金銭を支給するものです。
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